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             最高裁判所事務総局民事局長 門 田 友 昌 

             最高裁判所事務総局刑事局長 安 東   章 

最高裁判所事務総局行政局長 門 田 友 昌 

             最高裁判所事務総局家庭局長 手 嶋 あさみ 

最高裁判所事務総局経理局長 笠 井 之 彦 

 

民事，刑事，行政，家事及び少年各事件における報酬等の取 

扱いについて（通知） 

別紙に掲げる報酬等を対価とする役務の提供は，役務の提供者が事業者であり事

業として行う行為である場合には，消費税の課税対象になり，当該役務の提供が完

了した日に消費税の納税義務が成立します。したがって，別紙に掲げる報酬等につ

いて，事業者が事業として行う役務の提供の対価に当たる場合には，当該役務の提

供が完了する日の消費税相当分を加算して支給額が決定されているところです。 

令和元年１０月１日から，社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改

革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律（平成

２８年法律第８５号）及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革

を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する

法律（平成２８年法律第８６号）の施行に伴い，消費税と地方消費税とを合わせた



 

標準税率が１０パーセントに引き上げられることになります。 

そこで，別紙に掲げる報酬等の支給額を決定するに当たっての消費税相当分の加

算については，当該役務の提供が完了する日が令和元年１０月１日以降となるとき

は，１０パーセントとするのが相当であると考えられます。 

なお，簡易裁判所に対しては，所管の地方裁判所長から速やかに通知してくださ

い。 



 

（別紙） 

第１表 民事関係・行政関係 

報     酬     等 根  拠  法  条 

鑑定人の鑑定料 

 通訳人の通訳料 

 調査嘱託の報酬 

 鑑定嘱託の報酬 

 評価人の評価料 

特別代理人の報酬 

 その他の民訴費用法２０条１項に該当す

る報酬 

 付添いを命ぜられた弁護士の報酬 

 国選代理人の報酬 

民訴費用法１８条２項 

 民訴費用法１８条２項 

 民訴費用法２０条１項 

 民訴費用法２０条１項 

 民訴費用法２０条１項 

民訴費用法２０条１項 

民訴費用法２０条１項 

 

民訴費用法２条１０号 

人身保護法１４条３項 

技術者・労務者の手当 

 評価人の報酬 

執行官法１０条１項４号 

 執行官法１０条１項１２号， 執行官の手

数料及び費用に関する規則３９条１号 

破産管財人の報酬 

 その他の倒産事件の監督委員等の報酬 

破産法８７条１項 

民事再生法６１条 1項等 

（注）「民訴費用法」とは，民事訴訟費用等に関する法律をいう。 

 

第２表 刑事関係 

報     酬     等 根  拠  法  条 

国選弁護人の報酬 

 鑑定人の鑑定料 

 通訳人の通訳料 

 翻訳人の翻訳料 

 検察官の職務を行う弁護士の手当 

 

心神喪失者等医療観察法における国選付

添人の報酬 

心神喪失者等医療観察法における鑑定人

の鑑定料 

心神喪失者等医療観察法における通訳人

の通訳料 

心神喪失者等医療観察法における翻訳人

の翻訳料 

刑訴費用法８条２項 

 刑訴費用法７条 

 刑訴費用法７条 

 刑訴費用法７条 

 刑事訴訟法２６８条５項，検察審査会法４

１条の９第６項 

心神喪失者等医療観察法７７条４項，刑訴

費用法８条２項 

心神喪失者等医療観察法７７条１項，刑訴

費用法７条 

心神喪失者等医療観察法７７条１項，刑訴

費用法７条 

心神喪失者等医療観察法７７条１項，刑訴

費用法７条 



 

（注）「刑訴費用法」とは，刑事訴訟費用等に関する法律をいい，「心神喪失者等医療観察法」

とは，心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律をい

う。 

（備考） 

国選弁護人及び心神喪失者等医療観察法における国選付添人に対し，記録等の謄写に要

した費用を，報酬支給決定書の内訳欄に謄写料相当分として明記した上，報酬に含めて支給

する場合には，その謄写料相当分を除いた部分に限って消費税相当分を加算し，これに謄写

料相当分を加えた額を支給する。 

 

第３表 家事関係 

報     酬     等 根  拠  法  条 

不在者の財産管理人等の報酬 

  

後見人等の報酬 

 

 遺言執行者の報酬 

 

 親権者等の職務代行者等の報酬 

民法２９条２項（家事事件手続法別表第１

の５５の項）等 

民法８６２条（家事事件手続法別表第１の

１３の項）等 

民法１０１８条１項（家事事件手続法別表

第１の１０５の項） 

 家事事件手続法１７４条４項等 

（備考） 

家事事件において，証拠調べを行う場合の鑑定人の鑑定料等については，民事訴訟におけ

る場合の取扱いと同様である。 

 

第４表 少年関係 

報     酬     等 根  拠  法  条 

鑑定人の鑑定料 

 通訳人の通訳料 

 翻訳人の翻訳料 

少年法３０条１項，刑訴費用法７条 

 少年法３０条１項，刑訴費用法７条 

 少年法３０条１項，刑訴費用法７条 

（注）「刑訴費用法」とは，刑事訴訟費用等に関する法律をいう。 


